
⇒ ⇒健全団体 早期健全化団体 財政再生団体 の順に財政が悪化

※対象となる比率がない場合は、「－」で表記しています。

資金不足比率

25.0%
（早期健全化団体）

35.0%
（財政再生団体）

１．健全化判断比率

那　　賀　　町

早期健全化基準

財政再生基準
30.00%

実質公債費比率連結実質赤字比率

令和5年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の公表について

実質赤字比率

－ ％

14.33%

8.6%

指　　　　　標

－ ％

19.33%

20.00%

※対象となる比率がない場合は、「－」で表記しています。

将来負担比率

－ ％

350.0%

２．資金不足比率

－ ％

特別会計の名称

工業用水道事業会計

上那賀病院事業会計

経営健全化基準

簡易水道事業会計

集落排水事業会計 － ％

　「地方公共団体の財政健全化に関する法律」(以下「健全化法」）により、町は４つの指標からな
る健全化判断比率と、公営企業ごとの資金不足比率を算定し、監査委員の審査に付した上で議会に報
告すること、町民の皆様に公表することが義務付けられています。

　健全化法では、健全化判断比率のうち１指標でも早期健全化基準以上となった場合は財政健全化計
画等を、また資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合は経営健全化計画を策定し、町財政の
早期健全化及び財政の再生、公営企業の経営健全化に向けて取り組まなければなりません。

　那賀町の令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率は下記のとおりです。実質公債
費比率については8.6％となっています。いずれの指標も基準を下回っています。
　実質公債費比率は直近３年の平均値を用いますが、単年度の数値で見ると、前年度の単年度実質公
債費比率からはほぼ横ばいの数値となっています。（単年度R4年度：8.5%、R5年度 8.6%　）
　地方債の発行額については、昨年度より繰越分も含め347,286千円減少しています。
　大型事業であるとくぎんトモニアリーナ那賀（総合体育館）が完成しましたが、広い町域内の各施
設の更新・除却について、計画的に行っていく必要があります。
　地方債残高を少しでも増やさないように借入と償還のバランスをとりながら、実質公債費比率のさ
らなる改善に努めます。

20.0%

－ ％

－ ％
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標準財政規模　＝　標準税収入額等　＋　普通交付税額　＋　臨時財政対策債発行可能額

     （6,339,431千円） （1,491,970千円）   （4,794,915千円）　    （52,546千円）(6,269,348千円)　　(1,479,811千円)   (4,765,177千円)     (24,360千円)

  （ 単位：千円 ）

①

②

③

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ÷Ｃ

Ｂ÷Ｃ

一般会計等の実質赤字額 （ 0千円 ）

標準財政規模 （ 6,269,348千円 ）

連結実質赤字額 （ 0千円 ）

後期高齢者医療会計

ケーブルテレビ事業会計

公営事業(公営企業以外)に係る特別会計

実質収支額（①）

連結実質収支額（①＋②＋③）

標準財政規模

実質赤字比率（％）

連結実質赤字比率（％）

※実質収支額（Ａ）及び連結実質収支額（Ｂ）が黒字のため、実質赤字比率（％）及び連結実質赤字比率（％）は
負の値となっています。その場合、指標では「－」の表記となります。

簡易水道事業会計

（黒字）

集落排水事業会計

・・・全会計(財産区事業会計は除く)の実質赤字が標準財政規模に占める割合

＝

116,508

実質赤字比率
（－％）

412,675

実質赤字比率

460,635

◎標準財政規模・・・地方公共団体が標準的な状態のとき、通常収入される経常的一般財源の規模

介護保険事業会計

（黒字）

・・・一般会計等の実質赤字が標準財政規模に占める割合

5,009

（黒字）

＝

国民健康保険事業会計

国民健康保険診療所事業会計

一般会計

332,025 （黒字）

公営企業に係る特別会計

工業用水道事業会計

上那賀病院事業会計

実質収支額　又は
資金不足・剰余額

備　　　考

417,684

（黒字）

5,433

（黒字）

47,056 （剰余）

（剰余）

（黒字）

493,051

49,699

417,684

1,371,370

6,269,348

-6.66

-21.87

（黒字）

（黒字）

53,123 （剰余）

343,173 （剰余）

一般会計等

連結実質赤字比率
（－％）

連結実質赤字比率

標準財政規模 （6,269,348千円 ）

6,669 （黒字）
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  （ 単位：千円 ）

Ａ

Ｂ

Ｄ

Ｅ

実質公債費比率（％）（３ヵ年平均） 8.6%

地方債の元利償還金

令和4年度

＝
実質公債費比率
（３ヶ年平均）

（地方債の元利償還金 Ａ ＋ 準元利償還金 Ｂ）－（特定財源 Ｃ ＋
 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 Ｄ）

実質公債費比率 ・・・一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に占める割合

1,518,065 1,468,808

債務負担行為に基づく支出のう
ち、公債費に準ずるもの

一時借入金の利子

一般会計等から特別会計への繰出
金のうち、公営企業債の償還に充
てたもの

171,975 164,421

1,673,893

上那賀病院事業会計

8.85967%

－

－

標準財政規模 Ｅ－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 Ｄ）

令和3年度

(Ａ+Ｂ)-(Ｃ+Ｄ)

153,512

集落排水事業会計

簡易水道事業会計

令和5年度 備　　　考

繰上償還額除く

eとくしま基板促進整備事業費補助金 他

老人ホーム福寿荘組合

　　(Ｅ-Ｄ)

1,246,201

－

－

1,233

各年度の普通交付税
の基準財政需要額に
算入された額

435,052
5,084,491

8.54177%

171,975

－

国民健康保険診療所事業会計

－

164,421

8.58532%

436,520実質公債費比率（％）（単年度）

地方債の準元利償還金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政
需要額算入額

標準財政規模

153,512

－

特定財源

1,184,857

463,564

那賀町が加入している組合等の地
方債の元利償還に充てた負担金

5,093,230

1,369,751

6,339,431

12,553 943

6,602,045

－

－

5,232,294

6,269,348

Ｃ
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  （ 単位：千円 ）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

財政調整基金・減債基金等

災害援護資金

令和5年度以降、普通交付税の基準
財政需要額への算入見込額

-116.4% (Ａ－Ｂ)÷(Ｃ－Ｄ)

※将来負担額（Ａ）が充当可能財源等（Ｂ）を下回っているため、将来負担比率（％）は負の値となっています。
その場合、指標では「－」の表記となります。

徳島県市町村振興資金

1,184,857
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額
算入額

特定財源見込額

令和5年度に普通交付税の基準財政
需要額に算入された額

一般会計等に属する一般職・特別
職職員が一斉に退職した場合

10,659,305

6,269,348

774,783

上那賀病院事業会計

簡易水道事業会計

集落排水事業会計

国民健康保険診療所事業会計

10,140,395

5,289

－

備　　　考

一般会計

ケーブルテレビ事業会計

20,804,989

金　　　額

14,882,967

13,153,071

955,113

令和4度末地方債現在高等に係る基準財政
需要額算入見込額

標準財政規模

将来負担額

一般会計等の令和4年度末における地方債
現在高

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還
に充てる一般会計等からの負担等見込額

那賀町が加入している組合等の地方債の元
金償還に充てるための負担等見込額

将来負担比率 ・・・一般会計等が将来負担すべき実質的な債務が標準財政規模に占める割合

将来負担比率
（－％）

＝

将来負担額 （Ａ）－ 充当可能財源等 （Ｂ）

　標準財政規模 （Ｃ）－ 元利償還金・準元利償還金に係る
　基準財政需要額算入額 （Ｄ）

充当可能基金額

将来負担比率（％）

充当可能財源等

退職手当支給見込額
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  （ 単位：千円 ）

資金不足比率
（－％）

＝
資金の不足額 Ａ

事業の規模 Ｂ

　（法適用企業）　事業規模＝営業収益の額－受託工事収益の額

　（法非適用企業）事業規模＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

◎資金不足の額・・・一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額

　（法適用企業）　資金不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の
　　　　　　　　　現在高－流動資産）－解消可能資金不足額

　（法非適用企業）資金不足額＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に
　　　　　　　　　充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額

◎事業の規模・・・料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額

事業の規模 Ｂ

28,577

284,884

70,815

49,502集落排水事業会計（法非適用企業）

－％

－％

資金不足比率 ・・・公営企業ごとの資金不足額が事業規模に占める割合

特別会計の名称

工業用水道事業会計（法適用企業）

上那賀病院事業会計（法適用企業）

資金不足額・剰余額 Ａ

（剰余)53,123

資金不足比率

－％

簡易水道事業会計（法非適用企業）

49,699 （剰余)

47,056 （剰余)

（剰余)－％ 343,173
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